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当社の連結子会社「株式会社エイト日本技術開発」の新組織体制に関するお知らせ 

 

当社の連結子会社「株式会社エイト日本技術開発（本店：岡山県岡山市、代表取締役社長：金 

声漢、以下、同社という）」は、2026 年６月１日から組織体制変更を行います。現在、同社は 2025

年度からスタートした第６次中期経営計画の２年目を迎えるにあたり、“革新・進化”をフレーム

ワークとして、目標達成に向けた具体的な取り組みを進めています。これに伴い、同社は、多様

で複合化する社会のニーズに柔軟かつ迅速に対応できる体制を構築するため、次の通り組織の一

部を改編しました。 

1. 水ソリューションワークスの新設 

AUV や ASV 等の水中ロボティクスと AI・高度シミュレーション技術を融合し、水域環境

データを高精度に取得・解析する革新的な連携型ソリューションを実装することで、我が国

の国土強靭化(防災・減災)、グリーン社会実現やデジタル社会の実現に必要な社会課題に対

応するため、必要な研究・技術開発とその実務的活用を行う事を目的として、技術本部内に

新設します。 

2. ビジネスデザイン室と地域事業戦略部の統合 

新規事業の事業化を迅速に推進できる体制を整備し、新規事業の創出、建コン分野以外の

子会社の事業経営、および新たな投資を目的として、「ビジネスデザイン室」と「地域事業

戦略部」を統合し、事業開発・事業経営の専門組織として「ビジネスデザイン室」に一本化

します。 

3. 技術企画部の新設 

 技術士資格取得の全社的支援、商品・技術にかかる情報収集、生産性向上に寄与する技術

の活用推進や学・協会等への協力活動支援等を専門的に行い、技術レベルの向上に資する

施策の立案と実施及び同社内技術分野の連携強化に資する各種活動支援を行う事を目

的として技術本部内に新設します。 

 

 

添付資料：2026 年 6 月 1日付新組織図 
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